
最小人数の担い手による農業経営を想定した場合の試算結果（シミュレーション）

※本市の確保すべき農用地面積に対して、最小限何人の担い手がいれば営農が可能かを既存データより試算しました。

一経営体あたり必要な面積

確保すべき農用地のうち、後継者により農業経営が維持される
農地以外をプロの農業経営に委ねる場合に必要となる経営体数

パターン②

確保すべき農用地のすべてをプロの農業経営に委ねる場合に
必要となる経営体数

パターン①

※1 農林業
　　　センサス

現状：総農家（2015年） 948戸、511ha

「引き継ぐかどうか不明」「無回答」を除
いた回答者の後継者の有無を再集計

現状：土地面積（2020年）

世帯数及び
経営（所有）

耕地面積
※1

注

後継者のいる販売農家

※2 栗東市の農業に関する農業従事者
　　　アンケート調査（2020年9月）

担い手

販売農家

（75.8a／戸）

自給的農家

（18.5a／戸）

土地持ち

非農家

372戸､110ha

農業経営が後継者により

維持される農家及び耕地面積

585戸、444ha 363戸､67ha

585戸×53.6%＝約314戸

農地

農地 688ha※3

（田631ha､畑57ha）

※3 市資料（地目別土地面積）

栗東市の農業を維持していくため

確保すべき農用地

農用地区域内の農用地

（令和3年6月時点）

約551ha※4

314戸×0.758ha/戸＝約238ha

※4 確保すべき農用地等の面積の目標の

達成状況を元に算出（精査中）

個人経営：551ha÷27ha/戸＝約20戸

法人経営：551ha÷60ha/法人＝約９法人

個人経営：(551-238)ha÷27ha/戸＝約11戸

法人経営：(551-238)ha÷60ha/法人＝約５法人

53.6％※2

想定される担い手数（試算）

現状のまま推移すると

原単位

効率的かつ安定的

な農業経営の指標

とする経営規模※5

（水田延べ）

個人経営

（水田延べ）

法人経営

※5 農業経営基盤の強化

に関する基本構想

次頁 参考を参照

約238haの農地は

今後も維持される

27ha/戸

60ha/法人

資料２
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（参考）農業経営の規模、生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等に関する営農の類型ごとの 

効率的かつ安定的な農業経営の指標（農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想）

 

１．土地利用型 

（１）個別経営 

営農類型 経営規模 

水田作 
水田延べ ２７ha 

(水稲・麦・大豆＋作業受託) 
 
 

（２）法人経営 

営農類型 経営規模 

水田作＋露地野菜 

（従事者２名＋常時雇用２名） 

水田延べ ６０ha 

(水稲・麦・大豆・野菜) 
 
 

（３）集落営農経営 

営農類型 経営規模 

水田作 

（１集落） 

水田延べ ３０ha 

(水稲・麦・大豆) 

・集落営農経営における所得は、集落全体における所得とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．園芸・畜産・複合経営 

営農類型 経営規模 

野菜 

露地野菜＋ 

水田作 

水田 １８ha 

（露地野菜＋水稲・麦・大豆 

＋作業受託） 

施設野菜 

専作経営 

パイプハウス 5,000m2 

（軟弱野菜） 

施設野菜専作経営

＋観光農園＋加工 

パイプハウス 2,500m2 

（果菜類） 

花き 花き専作経営 
パイプハウス 3,000m2 

（施設花き） 

果樹 

 

果樹専作経営 

観光果樹園、加工 

パイプハウス 2,500m2 

（果樹） 

露地栽培 5,000 m2 

（果樹） 

畜産 養鶏 
養鶏 1,000 羽 

(鶏卵) 
 
 



 

最小人数の担い手による農業経営を想定した場合の試算結果（シミュレーション） 
想定される担い手の配置イメージ（パターン①） 

 


